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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

第２四半期
連結累計期間

第46期
第２四半期
連結累計期間

第45期

会計期間
自2020年７月１日
至2020年12月31日

自2021年７月１日
至2021年12月31日

自2020年７月１日
至2021年６月30日

売上高 （百万円） 19,415 20,602 40,205

経常利益 （百万円） 1,317 842 1,687

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 874 512 1,161

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 880 623 1,224

純資産額 （百万円） 13,302 13,940 13,646

総資産額 （百万円） 28,107 28,841 26,867

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 164.01 96.07 217.68

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 47.0 47.7 50.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,486 633 3,027

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,349 △434 △4,570

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,897 △374 1,863

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 4,961 4,108 4,264

 

回次
第45期

第２四半期
連結会計期間

第46期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2020年10月１日
至2020年12月31日

自2021年10月１日
至2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 120.98 61.55

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載
しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の
期首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標
等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

４．第46期は決算期変更により、2021年７月１日から2022年３月31日までの９ヶ月決算となっております。こ
れに伴い、決算期変更の経過期間となる当第２四半期連結累計期間につきましては、決算日が６月30日で
あった当社は６ヶ月間（2021年７月１日～2021年12月31日）、決算日が３月31日であった在外連結子会社
は９ヶ月間（2021年４月１日～2021年12月31日）を連結対象期間とした変則的な決算となっております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、2021年８月に、九州での生産拠点となる「湖池屋 九州阿蘇工場」の稼働を開始しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等

を適用しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項(会計方針の変更)」に記載

のとおりであります。

 

(1) 経営成績の分析

　当社は、2021年９月28日開催の第45回定時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されたことを受け、決算日を

６月30日から３月31日に変更いたしました。このため、当連結会計年度は決算期変更の経過期間となり、当第２四

半期連結累計期間につきましては、決算日が６月30日であった当社は６ヶ月間（2021年７月１日～2021年12月31

日）、決算日が３月31日であった在外連結子会社は９ヶ月間（2021年４月１日～2021年12月31日）を連結対象期間

とした変則的な決算となっております。このため、対前年同期比については記載しておりません。

 

　当第２四半期連結累計期間は、国内においては北海道での干ばつの影響等による馬鈴薯不足のため、やむを得ず

販促を抑制せざるを得ない状況もありましたが、戦略的な広告宣伝への投資や、高付加価値商品を中心とした販売

活動を行いました。利益面においては、世界的な物価上昇の影響もありパーム油をはじめとした原材料価格が高騰

していることに加え、新工場設立に伴う減価償却費及び労務費増加等のコスト増加要因がありましたが、高付加価

値商品を中心とした販売が奏功し、計画を上回る結果となりました。海外においても、特にベトナムやタイにおい

て新型コロナウイルスの影響により厳しい市場・経営環境となりましたが、海外全体では概ね計画通りに推移して

おります。業績は次のとおりです。

　売上高は、20,602百万円となりました。利益につきましては、営業利益837百万円、経常利益842百万円、親会社

株主に帰属する四半期純利益512百万円となりました。

 

　セグメント別の業績は以下のとおりです。

 

＜国内＞

　2022年３月期は、引き続き高付加価値商品の売上拡大、「Afterコロナ」を見据えた新機軸商品の展開、新設し

た九州阿蘇工場を活用した物流費削減を含む既存商品の収益改善の３つのテーマを戦略の軸に据え事業展開を進め

ております。

　当第２四半期連結会計期間においては、北海道で発生した干ばつの影響で北海道産馬鈴薯の収穫量が大幅に減少

したため、主力ポテトチップス商品の販促を、やむを得ず中止・辞退せざるを得ない状況に見舞われました。しか

し、そのような状況でありながらも、高付加価値商品や非ポテト商品を中心に拡販し、売上拡大に努めました。

　一方、世界的なコモディティ価格上昇の影響を受け、当社が調達しているパーム油やコーンなどの原料、資材の

価格が高騰したことで、製造コストを中心に費用が増加し、少なからず利益を圧迫しました。このような状況を受

け、将来に向けた利益確保を図るため、主力ポテトチップス商品を中心に価格改定の商談を進めました。なお、当

第２四半期連結会計期間では、高付加価値商品の販売構成比が前年同期比で増加し収益性が改善されており、コス

ト増加要素がある中でも最大限の利益確保に努めました。

　商品戦略においては、2021年９月にコンビニエンス業態で先行発売しました、湖池屋ポテトチップス60周年記念

商品である「KOIKEYA Theのり塩」と「KOIKEYA The麹塩」を2021年10月に全国スーパーマーケット等でも発売し、

高付加価値経営の推進に寄与しております。また、10月から11月にかけて「じゃがいも心地」でブランド芋の食べ

比べ商品などを発売しました。

　以上のとおり、厳しい経営環境でありながらも売上・利益を確保すべく各種施策に取り組んだ結果、国内の売上

高は17,421百万円となり、セグメント利益は792百万円となりました。

 

＜海外＞

　台湾事業では、新型コロナウイルスの影響による需要増加もあり売上が好調に推移する一方、試食販売などの販

促企画が中止となるなど、販促費が抑制されました。これに加え、「じゃがいも心地」などのポテトチップスの高

収益商品や、コーン原料の「黍一番」、小麦原料の「横綱棒」などのポテトチップス以外の商品を戦略的に拡販

し、また、利益率の高い北米への輸出が順調に拡大した結果、大幅に利益が改善いたしました。

　ベトナム事業では、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、ベトナム全土で極めて厳しい行動規制がなされ

たため、製販両面で事業活動に強い制約を受けました。販売面では全土にわたる広範なロックダウンにより販売ス

EDINET提出書類

株式会社湖池屋(E00389)

四半期報告書

 4/22



タッフが活動できないケースが相次いだほか、製造面でも増産のための設備導入の大幅遅延やサプライヤーの製造

停止による資材の不足、各種規制により出勤可能な従業員が大幅に減ったことなどにより、秋口から大規模な商品

欠品が発生し、売上構築に苦戦いたしました。この結果、売上・利益とも期首の見込みを大きく下回ることになり

ましたが、他方、商品供給を優先した現地小売チェーンにおいては売上が好調に推移し、日本、欧州、タイへの輸

出事業が増加するなど明るい兆しがあり、また、収益性の高い新製品の開発などの準備が整ってきております。

　タイ事業においても、新型コロナウイルスの影響でスナック市場の状況悪化が継続しております。そのような状

況にありつつも、店舗ラウンダーの導入が奏功して「カラムーチョ」の定番商品が売上を伸ばしたほか、「カラ

ムーチョSTRONG」といった新製品も売上に貢献し、計画通りの利益を確保しております。

　以上により、海外の売上高は3,180百万円となり、セグメント利益は57百万円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

　総資産は、前連結会計年度末に比べ1,973百万円増加し、28,841百万円となりました。主な要因は、受取手形及

び売掛金の増加（1,607百万円）によるものであります。

　負債は、前連結会計年度末に比べ1,679百万円増加し、14,900百万円となりました。主な要因は、買掛金の増加

（1,161百万円）によるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ294百万円増加し、13,940百万円となり、自己資本比率は47.7％となりまし

た。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ155百万円減少し、4,108百万円（前第２四半期連結累計期間は4,961百万円）となりました。当第２四半期連結

累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は633百万円（前第２四半期連結累計期間は1,486百万円の収入）となりました。こ

れは主に、仕入債務の増減額（1,130百万円）及び税金等調整前四半期純利益（842百万円）等の増加要因が、売上

債権の増減額（1,564百万円）等の減少要因を上回ったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は434百万円（前第２四半期連結累計期間は2,349百万円の支出）となりました。こ

れは主に、有形固定資産の取得による支出（917百万円）等の減少要因が、投資有価証券の売却による収入（501百

万円）等の増加要因を上回ったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は374百万円（前第２四半期連結累計期間は1,897百万円の収入）となりました。こ

れは主に、配当金の支払額（320百万円）によるものであります。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は295百万円であります。なお、当第２四半期連結累計

期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
　　（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,335,000 5,335,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

(スタンダード)

単元株式数

100株

計 5,335,000 5,335,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 2021年10月１日

～2021年12月31日
－ 5,335,000 － 2,269 － 563
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（５）【大株主の状況】

  2021年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日清食品ホールディングス株式会社 大阪市淀川区西中島四丁目１番１号 2,406,085 45.10

一般社団法人湖池の会 東京都渋谷区初台一丁目46番10号 800,800 15.01

小池　孝 東京都渋谷区 372,735 6.98

有限会社ダブリュー・ビー・ファイ

ン
東京都渋谷区初台一丁目46番10号 160,000 2.99

小池　渉 東京都千代田区 158,000 2.96

湖池屋従業員持株会 東京都板橋区成増五丁目９番７号 146,820 2.75

MSIP　CLIENT　SECURITIES（常任代

理人　モルガン・スタンレーMUFG証

券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,

LONDON E14 4QA, U.K.（東京都千代田区

大手町一丁目９番７号）

51,600 0.96

石田　美奈子 東京都中野区 43,050 0.80

岸田　亮 東京都中野区 43,050 0.80

岸田　俊 東京都中野区 43,050 0.80

計 － 4,225,190 79.21
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（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,332,600 53,326 －

単元未満株式 普通株式 1,500 － －

発行済株式総数  5,335,000 － －

総株主の議決権  － 53,326 －

　（注）「単元未満株式」には、自己株式４株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 （％）

株式会社湖池屋
東京都板橋区成増

五丁目９番７号
900 － 900 0.01

計 － 900 － 900 0.01

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年７月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．決算期変更について

　2021年９月28日開催の第45回定時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されたことを受けて、当期より決算期

（事業年度の末日）を６月30日から３月31日に変更いたしました。これに伴い、当連結会計年度は2021年７月１日か

ら2022年３月31日までの９ヶ月間となっております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,265 4,109

受取手形及び売掛金 6,191 7,799

商品及び製品 968 1,232

仕掛品 4 35

原材料及び貯蔵品 402 822

その他 447 662

貸倒引当金 △2 △1

流動資産合計 12,277 14,661

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,240 4,653

機械装置及び運搬具（純額） 4,018 5,215

土地 2,169 2,170

その他（純額） 2,711 232

有形固定資産合計 12,140 12,271

無形固定資産   

その他 389 352

無形固定資産合計 389 352

投資その他の資産   

その他 2,060 1,555

貸倒引当金 △0 －

投資その他の資産合計 2,059 1,555

固定資産合計 14,589 14,179

資産合計 26,867 28,841

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,549 4,711

短期借入金 500 500

未払金 3,974 2,624

返金負債 － 1,961

未払法人税等 335 318

賞与引当金 3 155

役員賞与引当金 － 8

その他 890 809

流動負債合計 9,253 11,088

固定負債   

長期借入金 1,488 1,276

退職給付に係る負債 1,816 1,824

その他 663 711

固定負債合計 3,968 3,812

負債合計 13,221 14,900
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,269 2,269

資本剰余金 2,153 2,153

利益剰余金 9,239 9,431

自己株式 △2 △2

株主資本合計 13,660 13,852

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12 7

為替換算調整勘定 △54 △17

退職給付に係る調整累計額 △89 △78

その他の包括利益累計額合計 △131 △88

非支配株主持分 116 175

純資産合計 13,646 13,940

負債純資産合計 26,867 28,841
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年７月１日
　至　2020年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年７月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 19,415 20,602

売上原価 11,468 14,310

売上総利益 7,947 6,292

販売費及び一般管理費 ※ 6,653 ※ 5,454

営業利益 1,293 837

営業外収益   

受取利息 6 2

受取配当金 2 0

投資有価証券売却益 16 1

持分法による投資利益 5 8

その他 15 6

営業外収益合計 46 19

営業外費用   

支払利息 3 4

為替差損 5 3

支払手数料 8 5

その他 5 0

営業外費用合計 22 14

経常利益 1,317 842

特別利益   

補助金収入 15 100

特別利益合計 15 100

特別損失   

固定資産圧縮損 15 100

製品回収関連費用 30 －

特別損失合計 45 100

税金等調整前四半期純利益 1,287 842

法人税等 409 272

四半期純利益 877 569

非支配株主に帰属する四半期純利益 2 57

親会社株主に帰属する四半期純利益 874 512
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年７月１日
　至　2020年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年７月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 877 569

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5 △4

為替換算調整勘定 △1 42

退職給付に係る調整額 10 11

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 4

その他の包括利益合計 2 53

四半期包括利益 880 623

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 875 555

非支配株主に係る四半期包括利益 4 67
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年７月１日
　至　2020年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年７月１日
　至　2021年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,287 842

減価償却費 387 612

投資有価証券売却損益（△は益） △16 △1

受取利息及び受取配当金 △9 △2

持分法による投資損益（△は益） △5 △8

補助金収入 △15 △100

固定資産圧縮損 15 100

製品回収関連費用 30 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 50 23

賞与引当金の増減額（△は減少） 181 151

売上債権の増減額（△は増加） △1,558 △1,564

棚卸資産の増減額（△は増加） △504 △713

未収消費税等の増減額（△は増加） 206 143

仕入債務の増減額（△は減少） 775 1,130

未払金の増減額（△は減少） 1,175 △1,251

返金負債の増減額（△は減少） － 1,960

未払費用の増減額（△は減少） △212 △295

その他 64 △106

小計 1,851 920

利息及び配当金の受取額 9 7

利息の支払額 △3 △4

法人税等の支払額 △372 △289

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,486 633

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,353 △917

無形固定資産の取得による支出 △8 △14

投資有価証券の売却による収入 20 501

その他 △7 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,349 △434

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 500 －

長期借入れによる収入 1,700 －

配当金の支払額 △240 △320

非支配株主への配当金の支払額 △31 △9

その他 △30 △44

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,897 △374

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,036 △155

現金及び現金同等物の期首残高 3,925 4,264

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,961 ※ 4,108
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【注記事項】

（会計方針の変更）

１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによ

り、従来、顧客に支払われる対価の一部を販売費及び一般管理費に計上しておりましたが、これら顧客に支払わ

れる対価は売上高から控除して表示しております。また、前連結会計年度の連結貸借対照表において「流動負

債」に表示していた「未払金」の一部は、第１四半期連結会計期間より「返金負債」として表示しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,846百万円減少し、販売費及び一般管理費は1,846百万円そ

れぞれ減少しましたが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に影響はありません。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度については新たな表示方

法による組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　

2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約

から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、従来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える

影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（連結決算日の変更）

　当社は、2021年９月28日開催の第45回定時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されたことを受けて、当期

より決算期（事業年度の末日）を６月30日から３月31日に変更し、2021年７月１日から2022年３月31日までの

９ヶ月決算となっております。これに伴い、決算期変更の経過期間となる当第２四半期連結累計期間につきまし

ては、決算日が６月30日であった当社は６ヶ月間（2021年７月１日～2021年12月31日）、決算日が３月31日で

あった在外連結子会社は９ヶ月間（2021年４月１日～2021年12月31日）を連結対象期間とした変則的な決算と

なっております。なお、これらの決算期変更に伴う、2021年４月1日から2021年６月30日までの在外連結子会社

の損益については、損益計算書を通して調整しております。

 

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した内容に重要な変更はありま

せん。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年７月１日

　　至　2020年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年７月１日

　　至　2021年12月31日）

運送保管料 2,222百万円 2,352百万円

賞与引当金繰入額 112 93

役員賞与引当金繰入額 22 8

退職給付費用 32 36

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年７月１日
至　2020年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年７月１日
至　2021年12月31日）

現金及び預金勘定 4,961百万円 4,109百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － △0

現金及び現金同等物 4,961 4,108

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年７月１日　至　2020年12月31日）

　　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年８月７日

取締役会
普通株式 240 45.0 2020年６月30日 2020年９月14日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年７月１日　至　2021年12月31日）

　　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年８月５日

取締役会
普通株式 320 60.0 2021年６月30日 2021年９月13日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　Ⅰ 報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会等が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、スナック菓子の製造販売を中心に事業活動を展開し、「国内」、「海外」の２つを報告セグメントとして

おります。

　「国内」は当社が、「海外」においては在外連結子会社が、それぞれ独立した経営単位で事業活動を展開しており

ます。

 

　Ⅱ 前第２四半期連結累計期間（自　2020年７月１日　至　2020年12月31日）

       報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 国内 海外 計

売上高      

外部顧客への売上高 17,776 1,639 19,415 － 19,415

セグメント間の内部売

上高又は振替高
56 6 63 △63 －

計 17,832 1,646 19,478 △63 19,415

セグメント利益又は損失

（△）
1,424 △92 1,332 △38 1,293

　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△38百万円はセグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　Ⅲ 当第２四半期連結累計期間（自　2021年７月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 国内 海外 計

売上高      

顧客との契約から生じ

る収益
17,421 3,180 20,602 － 20,602

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 17,421 3,180 20,602 － 20,602

セグメント間の内部売

上高又は振替高
38 48 86 △86 －

計 17,460 3,228 20,688 △86 20,602

セグメント利益 792 57 850 △12 837

　（注）１．セグメント利益の調整額△12百万円はセグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

　「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益の算定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「国内」セグメントの売上高は1,846百万円

減少しております。

 

（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

 

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年７月１日
至　2020年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年７月１日
至　2021年12月31日）

 １株当たり四半期純利益 164円01銭 96円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 874 512

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
874 512

普通株式の期中平均株式数（株） 5,334,127 5,334,096

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社湖池屋(E00389)

四半期報告書

20/22



 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2022年2月9日

株 式 会 社 　湖 　池 　屋   
 

取 締 役 会 御中
　

  

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 

 東 京 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員
 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 芝　田　雅　也

 

 
指定有限責任社員
 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 原　田　　　達

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社湖池屋の

2021年7月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2021年10月1日から2021年12月31日ま

で）及び第2四半期連結累計期間（2021年7月1日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社湖池屋及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　   ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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